
平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

100 200 50.0 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 3 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 3

（ 人 ） （ 枚 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 78 143 54.5

上乗 □ （ 人 ） （ 枚 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 66 123 53.7

□ （ 人 ） （ 枚 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

22 956 未把握 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 2 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 所 ） （回・時） （ 回 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 22 687 未把握

上乗 □ （ 所 ） （回・時） （ 回 ）

□ ■ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 22 496 未把握

□ （ 所 ） （回・時） （ 回 ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

4,160 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ ） （ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 4,871

上乗 □ （ 人 ） （ ） （ ）

□ ■ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 5,452

□ （ 人 ） （ ） （ ）

□ □ ■ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

27,070 3,498 3,498 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3

（ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 26,600 2,527 2,527

上乗 □ （ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ ■ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 25,862 499 499

□ （ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

家族介護への支援

事務事業全体 一般財源分

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

14 高齢者福祉の推進 基本事業番号・名

申請者数 交付枚数

在宅で介護度の高い高齢者の整髪に
対する助成を行う。

590

400

555

24年度以降に向けた方向性：

現状維持
説明欄：

4,390
説明欄：地域の高齢者が住み慣れた地域で
安心して暮らしていけるようにするため
に、どのような支援が必要かを把握し、地
域の機関・制度やサービスの利用につなげ
る。

4,390

4,390

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：介護予防ケアマ
ネジメント（包括的支援
事業）の市町村の財源負
担は12.5％。

293

所管課長 介護福祉課　 田中　潤

説明欄：地域の高齢者が住み慣れた地域で
安心して暮らしていけるようにするため
に、どのような支援が必要かを把握し、地
域の機関・制度やサービスの利用につなげ
る。

65歳以上の高
齢者

総合相談件数

要援護高齢者やその家族に対して相
談や各種福祉サービスの利用調整を
行う

4,390 0 4,390

24年度以降に向けた方向性：

手段
・

内容

居宅介護支援を実施するとともに要
援護高齢者やその家族に対して相談
に応じる

4,390 0 4,390

対象 65歳以上の高齢者

全額補助 一部補助有 市全額

意図

その他（　　　　　　　　　　　　　）

説明欄：

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：被保険者が地域で自立した日常生
活の支援のために必要な事業である。介護
給付費の削減を図り、介護保険事業の安定
化を図ることができる。

所管課長 介護福祉課　 田中　潤

4,109

4,109

0 32,875

意図
特定高齢者が日常生活を自立できる
よう意欲を引き出し生活を支援す
る。 32,875 0 32,875

介護予防・生
活支援事業を
利用している
高 齢 者 （ 延
べ）

2,347 0 2,347

32,875

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

手段
・

内容

地域包括支援センターが行う課題分
析、介護予防ケアプランの作成、モ
ニタリングを行う。市全額

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

介護保険法第115条の38

全額補助 一部補助有

24年度以降に向けた方向性：特定高齢者が要介護状態となること
を予防するため、必要な支援を行
う。

1,454
説明欄：地域の介護支援専門員が抱える支
援困難事例について指導・助言等を行う。 所管課長 介護福祉課　 田中　潤

説明欄：

620

620

説 明 欄 ： ケ ア マ ネ ー
ジャー・ケアプラン作成
支援事業（包括的・継続
的ケアマネジメント支
援）の財源は、市負担が
12.5％。

24年度以降に向けた方向性：

対象 市内の居宅介護支援事務所

市内の居宅介
護支援事業者
数 4,961 0 4,961

24年度以降に向けた方向性：

①サービス担当
者会議への参加
回数及び講演会
の開催回数
②介護支援専門
員への助言、技
術 的 支 援 に 携
わった回数

11,634 0 11,634

手段
・

内容

地域の介護支援専門員のケアプラン
作成の技術指導、サービス担当者会
議の開催支援等を行う。

意図
居宅介護支援事業所のケアマネー
ジャーのスキルアップを図り、サー
ビスの質の向上と充実を目指す。 4,961 0 4,961

処遇困難ケー
スのサービス
提供回数

一部補助有

自主的 義務的

意図

99 499

対象

現状維持

14-04-02

介護福祉課
地域ケア係

ケアマネージャー・
ケアプラン作成支援
事業（包括的・継続
的ケアマネジメント
支援）

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

介護保険法第115条の38第１項

全額補助 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

14-04-03

介護福祉課
地域ケア係

自立支援事業（介護
予防ケアマネジメン
ト）

14-04-04

介護福祉課
地域ケア係

在 宅 介 護 支 援 セ ン
ター運営事業

4,390 0 4,390

総合相談件数

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

（国）老人福祉法

説明欄：65歳以上で要介護度３以上の高齢
者を対象とし、申請者に理美容組合と契約
した理美容店が訪問して理美容を行う費用
を助成をする。ここ数年の申請件数が18％
程度と増加しているため、必要性と有効性
は高いと思われる。特に超高齢者が増加し
ているため、外出不可能な者にとっては市
の制度として訪問制度を担保することはそ
の意義が大きいと考えられる。また、この
事業の執行にあたっては、理美容組合の協
力が必要であり、現状では良好な運営がな
されている。

473

400

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

555

所管課長

14-04-01

福祉総務課
高齢者福祉係

申請時に６５歳以上で、市内在住者
であり、かつ、介護認定で要介護３
以上の在宅者

訪問理美容事業

手段
・

内容

・申請により年間１人２枚の利用券
を交付する。申請は随時とするが、
１０月以降の申請については１枚と
する。
・理美容後、理美容組合から利用券
を回収し、１枚に５千円を当該組合
に支払う。

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

努力義務的 現状維持

説明欄：65歳以上で要介護度３以上の高齢
者を対象とし、申請者に理美容組合と契約
した理美容店が訪問して理美容を行う費用
を助成をする。ここ数年の申請件数が18％
程度と増加しているため、必要性と有効性
は高いと思われる。特に超高齢者が増加し
ているため、外出不可能な者にとっては市
の制度として訪問制度を担保することはそ
の意義が大きいと考えられる。また、この
事業の執行にあたっては、理美容組合の協
力が必要であり、現状では良好な運営がな
されている。

市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

670115

回収された利
用券枚数／交
付枚数 473 117

一部補助有全額補助

事務事業
番号

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

事務事業名

指標 指標

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態) 事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

14-04だれもがいきいき幸せに暮らせるまち 施策番号・名

福祉総務課　 渋谷　千春

指標

根拠
法令
等

(市）東久留米市高齢者訪問理美容助成事
業実施要綱

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化） 全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）

説明欄：
行財政改革アクション
プラン（補助金等の適
正化）

説明欄：

説明欄：

説明欄：

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

家族介護への支援

事務事業全体 一般財源分

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

14 高齢者福祉の推進 基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

事務事業名

指標 指標

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態) 事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

14-04だれもがいきいき幸せに暮らせるまち 施策番号・名

指標

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化） 全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）

□ □ ■ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

853 83 未把握 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3

（ 人 ） （ 人 ） （ 世 帯 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 819 67 未把握

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ 世 帯 ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 755 76 未把握

□ （ 人 ） （ 人 ） （ 世 帯 ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

19 107 4,281 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 16 154 3,415

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ ■ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 23 143 3,208

□ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

1,322 1,909 47 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 回 ） （ 世 帯 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 1,322 2,006 50

上乗 □ （ 人 ） （ 回 ） （ 世 帯 ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 1,256 2,195 49

□ （ 人 ） （ 回 ） （ 世 帯 ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

2,446 0 0 必要性 3 有効性 3 達成度 4 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 人 ） （ 件 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 26,600 1 1

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ 件 ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 25,862 2 2

□ （ 人 ） （ 人 ） （ 件 ）

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

（都）高齢者社会対策区市町村包括補助事
業実施要綱、（市）通所入浴事業補助金交
付要綱

努力義務的

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

直営（委託無）

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

（市）高齢者紙おむつ等購入費助成金支給
事業運営要綱

14-04-06

介護福祉課
地域ケア係

対象

市内に住所を有する概ね65歳以上
で、加齢・虚弱・傷病等の理由や社
会的要因により日常生活を営むのに
支障がある者

自立認定者数

日常生活に支障のある高齢者に対
し、福祉用具を支給することで在宅
での自立した生活を確保する。 19 0 19

福祉用具支給
件数

0 0

0 13

0

高齢者自立支援福祉
用具事業

手段
・

内容

自立支援会議において福祉用具の給
付が必要とされた自立高齢者に対し
て手すり、便座、杖等を支給。

13

643 8,506

通所入浴を利
用している世
帯数

14-04-08

介護福祉課
介護サービス係

対象
市内に住所を有する概ね65歳以上の
高齢者で要介護認定において「自
立」（非該当）と認定された高齢者

65歳以上の高
齢者

自主的 義務的

6,682 653 7,335

通所入浴事業

手段
・

内容

対象者に通所入浴サービスを提供し
ている。

7,021 662 7,683

7,863

14-04-07

介護福祉課
介護サービス係

対象
市内に住所を有する高齢者で、居
住・道路環境及び身体状況等により
訪問入浴を利用できない者

要 介 護 ３ ・
４・５の認定
者数

福祉用具支給者
数

意図

努力義務的

（都）高齢者社会対策区市町村包括補助事
業実施要綱、（市）高齢者自立支援日常生
活用用具等給付事業実施要綱

根拠
法令
等

通所入浴利用回
数

訪問入浴が利用できない在宅高齢者
に通所入浴サービスの場を確保す
る。

全額補助 一部補助有 市全額

10,396

要介護認定者
数

介護予防・生活
支援事業の新規
利用者数

22,985

意図

説明欄：要介護認定で非該当（自立）と
なった虚弱高齢者の生活を支える生活支援
ヘルプ、配食の事業がある。

11,290

12,079

説明欄：都の包括補助制
度（2分の１）補助があ
る。

事業
形態

22,581 2,238 24,819

24,159 2,173 26,332

根拠
法令
等

自主的 義務的

介護予防・生活支援
事業

手段
・

内容

自立支援会議において、対象者が必
要とするホームヘルプサービス・配
食サービスを提供。

意図

日常生活を営む上で、不便や不安を
感じる高齢者に様々なサービスを受
けてもらう事で健康と安心、また希
望の抱ける生活ができるよう支援す
る。

20,791

介護保険法第115条の38第1項、（都）高齢
者社会対策区市町村包括補助事業実施要
綱、（市）生活支援事業運営要綱

全額補助 一部補助有 市全額

1,237 4,757

助成金を受け
た世帯/紙おむ
つを使ってい
る要介護者の
いる世帯数

2,194

1,248 5,583

14-04-05

介護福祉課
介護サービス係

対象
居宅において、常時紙おむつ等を使
用している要介護4･5の高齢者

要介護４・５
の認定者数

紙おむつ等購入
費助成金支給対
象者数

紙おむつ等助成事業

手段
・

内容
対象者に対して月額5,000円を支給。

直営（委託無）

介護福祉課　 田中　潤

24年度以降に向けた方向性：

3,520

その他（　　　　　　　　　　　　　）

所管課長

4,335

3,595 1,274 4,869 3,595

意図
介護にあたる家族の経済的負担の軽
減を図る

3,520

所管課長 介護福祉課　 田中　潤

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：在宅の要生活支援高齢者の介護に
必要な紙おむつの購入費の助成を行うこと
により、高齢者の保健衛生の向上と家族介
護者の負担の軽減を図ることができる。住
民ニーズは、高いが対象の拡大は財政負担
が大きく拡大は、困難である。

3,341  
説明欄：経管栄養や気管切開等により訪問
入浴できない高齢者の心身の健康管理のた
め大切である。介護保険法の適用をうけな
いサービスであるが、身体機能を維持し、
社会参加を促進するため、必要な事業であ
る。

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：在宅の要生活支援高齢者の介護に
必要な紙おむつの購入費の助成を行うこと
により、高齢者の保健衛生の向上と家族介
護者の負担の軽減を図ることができる。住
民ニーズは、高いが対象の拡大は財政負担
が大きく拡大は、困難である。

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

4,335

所管課長 介護福祉課　 田中　潤

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：東京都高齢者社
会対策区市町村包括補助
事業に基づき、実績額の
２分の１が補助される。

24年度以降に向けた方向性：

説明欄：利用回数は1人
当たり1週間につき１回
とし、補助金の額は１回
3,500円。東京都高齢者
社会対策区市町村包括補
助事業に基づき、実績額
の２分の１が補助され
る。

24年度以降に向けた方向性：

説明欄：

6

9

説明欄：

3,510  

3,931  

0
説明欄：快適な日常生活を営む上で、福祉
用具に補完は必要な事業である。 所管課長 介護福祉課　 田中　潤

説明欄：

説明欄：

説明欄：

説明欄：

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

家族介護への支援

事務事業全体 一般財源分

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

14 高齢者福祉の推進 基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

事務事業名

指標 指標

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態) 事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

14-04だれもがいきいき幸せに暮らせるまち 施策番号・名

指標

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化） 全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

2,446 4 0.1 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 4 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 4

（ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 2,182 4 0.1

上乗 □ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ ■ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 1,990 11 0.5

□ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

市独自上乗せ（上乗・横出）

市全額

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

全額補助 一部補助有

408

住宅改修理由
書作成率

住宅改修作成件
数

8 390 398

8 398 406

22

住宅改修プラン作成
事業

手段
・

内容

住宅改修の申請書に添付された理由
書の作成事業者に対して支払う。

意図
理由書の作成は、煩雑であるのに介
護報酬に加味されない。このため、
理由書の作成費として支払う。 386

14-04-09

介護福祉課
介護サービス係

対象
住宅改修の理由書を作成する事業者
に対し、1件2千円を支払う。

居宅介護支援
の利用者数

8
説明欄：包括支援センター業務に住宅改修
理由書の作成が含まれており、利用者、改
修業者の理解が得られたため、平成２３年
度廃止を決めた。

所管課長 介護福祉課　 田中　潤

説明欄：包括支援センター業務に住宅改修
理由書の作成が含まれており、利用者、改
修業者の理解が得られたため、平成２３年
度廃止を決めた。

8

22

24年度以降に向けた方向性： 廃止(完了･統合含む)
説明欄：

24年度以降に向けた方向性： 廃止(完了･統合含む)
説明欄：

東久留米市


